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１．はじめに
　ここ２・３年前より，わが企業を取りまく経済環境は著しく改善され良好な状況になり，わ
が国企業の多くは経済業績も上昇している。特に，自動車，情報関連の業種での事業業績の向
上は目覚ましいものがある。
　筆者は，ここ20数年前から，トヨタの連結財務諸表について事例研究の手本と考えて，種々
の側面から学んできている。ここ10年は，トヨタの業績変動の推移について，特に，セグメン
ト情報を中心課題として，興味深く，研究を進めてきている。
　トヨタのセグメント情報は，トヨタのニューヨーク証券取引所上場以後，米国SEC会計基準
によって作成・開示が行われている。そのセグメント情報は，（１）事業種類別セグメント情報，
（２）所在地別セグメント情報，（３）海外売上高情報の３種類である。
　本稿では，それらセグメント情報のうち，（２）の所在地別セグメント情報と，（１）の事業
種類別セグメント情報との関連をみることを課題として，その両者の相互関連に注目し，連結
財務諸表上に作成・開示されたデータ以上に，その両者のツナガリを探ることができればと考
えて，種々の推測的な試みをしたいと思う。そのために，連結財表記載事項だけでなく，広く
有価証券報告書におけるその関連説明事項をもみることにした。それを，平成22年３月期より
平成26年３月期の直近５年間分についてみることができた。
　所在地別セグメント情報と事業種類セグメント情報は，連結財表上，個々別々に，作成・開
示されている。できれば，両者の「つながり」を見出し，所在地別セグメント情報を「ヨコ」
の情報とし，事業種類別セグメント情報を「タテ」の情報として接続できることを願っている
のが，本稿執筆の意図である。しかし，その執筆は筆者の推測整理によるものであり，他の見
地から異論が生ずものかと考えている。
関西大学商学論集　第59巻第３号（2014年12月）128
　本稿では，セグメント別の営業利益業績を総合的に把握したいとの私的な願いから，種々の
推測的な考察をすすめたい。
２． トヨタにおけるセグメント情報開示の概要と，トヨタの最近９年間の連結
損益計算書の概要
（１）トヨタの連結財務諸表の開示概要
　トヨタの連結財務諸表とセグメント情報が，各年度の「有価証券報告書」上で，どのように
開示されているかについて，まず，その概要をみることにしたい。
　トヨタ自動車株式会社の平成26年３月期の有価証券報告書における連結財務諸表の部の構成
は，次の通りである。
　１［連結財務諸表等］
　（１）連結財務諸表
　　①　連結賃借対照表
　　②　連結損益計算書及び連結包括利益計算書
　　③　連結株主持分計算書
　　④　連結キャッシュ・フロー計算書
　　⑤　連結財務諸表注記（１，２，３，～23）さらに，注記24のセグメント情報がある。
特に，注記24　セグメント情報では，その内訳は，次の如くである。
［事業別セグメント情報］
［自動車等セグメントと金融セグメントを区分した連結財務諸表］
　（１）自動車等セグメントと金融セグメントを区分した連結貸借対照表
　（２）自動車等セグメントと金融セグメントを区分した連結損益計算書
　（３）自動車等セグメントと金融セグメントを区分した連結キャッシュ・フロー計算書
［所在地別情報］
［海外売上高］
　注記25及び注記26，
　　⑤　連結付属明細表
　なお，２［財務諸表等］の記載以下は，省略した。
　上の［連結財務諸表等］に開示されたものの中で，本稿における中心課題は，「営業利益」
であるので，ここで取上げるものは，それが次の諸表の中心となる。
　１②　連結損益計算書
　５注記24　セグメント情報
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２．トヨタの最近９年間の連結損益計算書の概要
　トヨタの連結全体の営業利益がどのようになっているかを，最近９年間（平成18年３月期～
平成26年３月期）の状況について，連結損益計算書を要約した図表１を，まず先に示すことに
したい。
〔図表１〕トヨタの最近９年間の連結損益計算書の要約
（単位：億円）
項　　目
平成 
18年 
３月期
平成 
19年 
３月期
平成 
20年 
３月期
平成 
21年 
３月期
平成 
22年 
３月期
平成 
23年 
３月期
平成 
24年 
３月期
平成 
25年 
３月期
平成 
26年 
３月期
売上高
（金融収益含む）
210,369 239,481 262,892 205,296 189,510 189,937 185,837 220,642 256,919
売上原価
（金融分を含む）
169,450 192,284 215,203 184,558 166,838 166,153 163,886 186,410 208,011
売上総利益 40,919 47,197 47,689 20,738 22,692 23,784 21,951 34,232 48,909
営業利益 18,783 22,387 22,704 △4,610 1,475 4,683 3,556 13,209 22,411
税金等調整前当
期純利益
20,873 23,825 24,372 △5,604 2,915 5,633 4,329 14,036 24,411
法人税 7,951 8,983 9,115 565 927 3,128 2,623 5,516 7,678
持分法投資損益 1,644 2,095 2,701 427 454 2,150 1,977 2,315 3,184
少株主持分損益 △844 △497 △779 － － － － － －
非支配持分損益 － － － △243 △347 △573 △847 △1,213 △1,685
株主資本当期純
利益
13,722 16,440 17,179 △4,369 2,095 4,082 2,836 9,623 18,231
〈参考比率〉〔売上高に対する各種利益率（％）〕 （単位：％）
①売上高総利益
率
19.45 19.71 18.14 10.10  11.96 12.52 11.81 15.51 19.04
②売上高営業利
益率
8.93  9.35  8.64  2.25   0.78  2.47  1.91  5.99 9.21
③売上高税金等
調整前当期純利
益率
9.92  9.95  9.27  2.73   1.54  2.97  2.33  6.38 9.50
④売上高株主資
本当期純利益率
6.52  6.86  6.53  2.13   1.11  2.15  1.53  4.86 7.10
⑤営業利益に対
する当期純利益
の割合
73.06 73.44 75.67 94.97 142.03 87.17 79.75 72.84 81.35
〈参考〉期末日為替レート円換算ドルより
1ドルTTM
円 
107.39
円 
118.05
円 
117.47
円 
100.19
円 
98.23
円 
93.15
円 
83.15
円 
82.19
円 
94.05
円 
102.91
　上の図表１及び各種売上高利益率の算出表，さらに，３学期末日の為替換算レートのドルの
円換算（TTM）の数値を参考に示してみた。この為替換算レートは，会社記入の数値ではなく，
あくまでも，参考資料である。
　これらの資料により，各年度のトヨタの営業利益の状況がどうであったかが，ほぼ，理解で
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きると思われる。
　さらに，これらの利益数値により，最近９年間の業績状況を３つの特色ある年度別に区分し
てみることもできるであろう。
①　 高度成長発展上昇期として，平成18年３月期より平成20年３月期までの３事業年度の業績
をみることができ，これらの年度は営業利益も当期純利益も，年間はるかに１兆円を超え
ている。
②　 リーマン・ショック後の業績低迷期として，平成21年３月期より平成24年３月期までの４
事業年度の業績をみることができ，これらの年度は営業利益も当期純利益も低迷した利益
額になっている。
③　 平成25年３月期より景気上昇となり，さらに翌平成26年３月期には今までの最高利益業績
になっている。本稿ではこの点に注目してみていきたい。
　上記は，トヨタの連結全体の総合業績の集約業績である。さらに，連結を構成する各セグメ
ント別の業績との総合的な業績関連がどのようになっているかを，次節以下で，概略を取上げ
ることにしたい。
３． トヨタにおける最近９年間の事業の種類別セグメント情報と所在地別セグ
メント情報の概要
　前節でみてきたトヨタの最近９年間における連結損益計算書を中心にして，連結全体の総合
的利益業績について，この節では，連結を構成する（１）事業の種類別セグメント情報におけ
るセグメント区分された利益業績の開示について，（１）最近９年間の事業種類別セグメント
情報のセグメント別利益業績の状況を取上げ，次いで，（２）所在地別セグメント情報におけ
るセグメント別利益業績の最近９年間の状況について，取上げることにしたい。
　この節では，（１）の事業種類別セグメント情報の概要と，（２）の所在地別セグメント情報
の概要は，それぞれ個々別個のセグメント情報として，作成・開示されたものとしてみること
にしたい。
　いうまでもなく，連結財表上の開示状況をそのまま要約整理しようとするものである。
（１）トヨタの最近９年間の事業の種類別セグメント情報の概況
　前節では，トヨタの最近９年間の連結損益計算書の概要をみてきたが，ここでは，その関係
のセグメント情報のうち，まず，事業の種類別セグメント情報として開示されている事業の種
類別セグメントとして，①自動車等セグメント，②金融セグメントの２つのセグメントに区分
されている。そこで，①自動車等，②金融の２つに区分されたセグメント情報を，次にみるこ
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とにしたい。その概要は図表２でみることができる。
　図表２では，その主要科目として，売上高，営業利益，当期純利益が明示される。あとの所
在地別セグメントとでは，当期純利益が開示されていない点とは，大きく異なっている。
　図表２で明らかなように，売上高の面では，「自動車等」セグがこの最近９年間で93％～95
％を占めている。しかし，営業利益の面では，「自動車等」セグは最近９年間では，各年度に
よって非常に大きな変動幅がみられる。当期純利益の面では，その変動幅が縮小されている点
に，注目することが必要と思われる。
　これらの営業利益，当期純利益の変動状況については，あとの売上高利益率の数値の各年度
の変動幅によって明らかになるであろう。
　「金融」セグメントでは，連結売上高に占めるセグメント売上の役割は，４％～６％である
が，営業利益の面では，リーマン・ショックの平成21年３月期の赤字を除き，あとの８年間は
黒字であり，平成22年３月期以降，４年間，約2,500億円～約3,600億円の黒字業績である。
　「金融」セグメントは，当期純利益についても，平成21年３月期の大きな赤字を除き，あと
の８年間，黒字であり，平成22年３月期以降の４年間，約1,300億円～2,200億円の黒字である。
〔図表２〕トヨタの最近９年間の事業の種類別セグメント情報の主要科目（限定）
項　　目
売上高 営業利益 当期純利益
自動車等 金融 連結 自動車等 金融 連結 自動車等 金融 連結
［金額］ 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円
平成18年３月期 200,683 9,967 210,367 17,394 1,558 18,783 12,642 1,079 13,722
平成19年３月期 226,791 13,005 239,481 20,867 1,585 22,387 15,311 1,130 16,440
平成20年３月期 248,313 14,984 252,892 21,906 865 22,704 16,719 460 17,179
平成21年３月期 191,822 13,776 205,292 △3,863 △719 △4,610 △3,686 △684 △4,369
平成22年３月期 177,321 12,454 189,510 △960 2,469 1,475 841 1,254 2,095
平成23年３月期 178,270 11,922 189,937 1,172 3,583 4,683 1,874 2,231 4,082
平成24年３月期 175,348 11,003 185,836 612 3,064 3,556 1,040 1,796 2,836
平成25年３月期 209,436 11,707 220,642 10,094 3,158 13,209 7,637 1,983 9,622
平成26年３月期 243,126 13,793 256,919 19,972 2,949 22,921 16,275 1,956 18,231
［構成比率（連結基準）］ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％
平成18年３月期 95.40 4.74 100.00 92.60 8.29 100.00 92.13 7.83 100.00
平成19年３月期 94.70 5.30 100.00 93.21 7.08 100.00 93.13 6.87 100.00
平成20年３月期 94.45 5.70 100.00 96.48 3.81 100.00 97.32 2.68 100.00
平成21年３月期 93.44 6.71 100.00 83.80 15.60 100.00 84.39 15.66 100.00
平成22年３月期 93.57 6.57 100.00 △65.09 167.39 100.00 40.14 59.86 100.00
平成23年３月期 93.86 6.28 100.00 25.03 76.51 100.00 45.91 54.65 100.00
平成24年３月期 94.36 5.92 100.00 17.21 86.16 100.00 36.67 63.33 100.00
平成25年３月期 94.92 5.31 100.00 76.42 23.91 100.00 79.37 20.61 100.00
平成26年３月期 94.63 5.31 100.00 87.13 12.87 100.00 89.27 10.73 100.00
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　このように，営業利益，当期純利益の面では，「金融」セグメントの貢献の大きいことが連
結全体の面で利益業績を大きくしていることに，寄与しているものと思われる。
　「金融」セグメントの利益業績の高さは，あとの売上高利益率数値の高さによって，明らか
になる。
　次に，事業の種類別セグメント情報における，自動車等セグ，金融セグ，連結会計の３つの
売上高利益率について，売上高営業利益率，売上高当期利益率をそれぞれ算出すると，図表３
のようになる。
　図表３によって，売上高営業利益率をみると，自動車等セグメントでは，最近９年間の各年
度で大きな変動がみられる。まず，平成18年度，平成19年度，平成20年度の３年間，高業績期
でその利益率は約8.7％～9.20％の高い水準であった。平成21年３月期のリーマン・ショック期
には，赤字の約２％に下落し，次の平成22年３月期赤字の0.54％，平成23年度0.66％の黒字，
平成23年度0.35％の黒字に転換した。
　さらに，平成25年度の業績回復により，4.82％，さらに平成26年度には，8.21％へと大きく
上昇している。
　金融セグメントでは，売上高営業利益率は平成18年度約16％，19年度約12％，20年度約６％
の黒字であった。リーマン・ショックの平成21年度には5.22％の赤字となった。平成22年度に
は約20％，平成23年度約31％，平成24年度約28％の大きな黒字と改善された。平成25年度は約
27％の黒字であるが，平成26年度は約22％の黒字である。この２年間は，自動車等セグと金融
セグとでは，利益業績状況が異なっている点が注目される。
　連結合計の売上高営業利益率の面では，平成18年度，平成19年度，平成20年度の３年間，約
８％～９％の黒字であり，自動車等セグの３年間とほぼ同じ傾向にあった。平成21年度のリー
マン・ショック期は約2.2％の赤字であった。しかし，平成22年度，平成23年度，平成24年度
〔図表３〕トヨタの最近９年間の事業の種類別セグメント情報（利益率）
項　　目
売上高営業利益率 売上高当期純利益率
自動車等 金融 連結 自動車等 金融 連結
［利益率］ ％ ％ ％ ％ ％ ％
平成18年３月期 8.67 15.63 8.93 6.30 11.04 6.52
平成19年３月期 9.20 12.19 9.35 6.75 8.69 6.86
平成20年３月期 8.82 5.77 8.64 6.73 3.13 6.53
平成21年３月期 △2.01 △5.22 △2.18 △1.92 △5.04 △2.13
平成22年３月期 △0.54 19.82 0.78 0.47 10.07 1.11
平成23年３月期 0.66 30.54 2.47 1.05 19.02 2.15
平成24年３月期 0.35 27.85 1.91 0.59 17.24 1.53
平成25年３月期 4.82 26.98 5.99 3.65 16.94 4.86
平成26年３月期 8.21 21.38 8.92 3.58 14.18 7.10
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の３年間，約0.8％～約２％の黒字であり，金融セグメントの影響をうけて，自動車等セグメ
ントの利益数値より連結合計では高くなった。さらに，平成25年度，平成26年度も景気上昇に
より，約６％と約９％の高い営業利益率に転じている。
　なお次の売上高当期純利益率の算出は事業の種類別セグメント情報のみに可能であった。
　営業利益から当期純利益への過程は，事業本の営業活動以外の種々の財務活動，連結業務面
の損益状況によって，その数値に影響を受ける。この点，所在地別セグメント情報では，セグ
メント別の当期純利益の開示は一般的に行われていない。
　売上高営業利益率と売上高当期純利益率の数値間の比較は，考慮すべき課題であるが，セグ
メント情報中心の比較検討では，データの不十分なものになると思い，この稿では，売上高当
期純利益率を取上げることを断念したいと考えている。
　事業の種類セグメント情報については，さらなる研究追加が必要と考えているが，ここでは
それを取止めることにしたい。
　この項目の締めくくりとして，トヨタの最近９年間における事業の種類別セグメント情報に
おける「自動車等」，「金融」，「連結合計」の各年度別の変動推移の傾向が一覧的に概観できる
ように，次に，図表４を添付することにしたい。
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〔図表 4〕　トヨタの最近 9年間の事業種類別セグメント情報（営業利益）
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（２）トヨタの最近９年間の所在地別セグメント情報の概況
　ここでは，所在地別セグメント情報により，各所在地の地域別の営業利益業績に直接関係の
ある売上高，営業利益の各年度別変動推移の概況を，取上げることにしたい。
　まず，所在地域別の売上高の各年度別の変動推移の要約を，次の図表５で示す。この図表５
の下部では，各地域の売上高が連結合計に占める割合を，その売上高構成比率として示し，各
所在地域別の売上高の面での役割をみることにしている。
　連結合計の売上高合計は，平成18年度から平成20年度までの３年間，約21兆円から約26兆円
に伸びている。しかし，平成21年度は約20兆５千億円になり，平成22年度から平成24年度の３
年間，約18兆６千億円から約19兆円に下がってきている。平成25年度は約22兆円までに回復し，
さらに平成26年度は約25兆７千億円にまで大きく上昇している。しかし，各所在地別売上高の
変動推移のタイプは異なっている。
　所在地別区分の５つのセグメントについて，概略をみると，まず，「日本」セグメントの売
上高は，平成18年度，平成19年度，平成20年度の３年間，約７兆７千億円～約８兆４千億円で
あった。これらの売上高は「日本」よりの海外輸出高を含んでいる。平成21年度の売上高は約
７兆４千億円に下落し，平成22年度，23年度，24年度は約７兆３千億円，約６兆９千億円，約
〔図表５〕トヨタの最近９年間の所在地別セグメント情報（売上高）
項　　目 ［日本］ ［北米］ ［欧州］ ［アジア］ ［その他］ 連結合計
［売上高（外部顧客向）］ 億円 億円 億円 億円 億円 億円
平成18年３月期 77,351 74,558 25,740 18,369 14,351 210,369
平成19年３月期 81,529 87,715 33,460 19,700 17,077 239,481
平成20年３月期 84,185 92,490 38,028 27,910 20,278 262,892
平成21年３月期 74,719 60,977 28,898 24,504 16,198 205,296
平成22年３月期 73,148 55,832 20,827 24,317 15,386 189,510
平成23年３月期 69,169 53,278 19,204 31,381 16,404 189,936
平成24年３月期 72,938 46,443 19,174 31,169 16,113 185,837
平成25年３月期 79,105 61,678 20,031 40,586 19,242 220,642
平成26年３月期 85,329 79,386 26,141 44,754 26,309 256,919
［売上高構成比率（連結基準）］ ％ ％ ％ ％ ％ ％
平成18年３月期 36.77 35.44 12.44 8.73 6.82 100.00
平成19年３月期 34.04 36.63 13.97 8.23 7.13 100.00
平成20年３月期 32.02 35.18 14.47 10.62 7.71 100.00
平成21年３月期 36.40 29.70 14.08 11.94 7.88 100.00
平成22年３月期 38.60 29.46 10.99 12.83 8.12 100.00
平成23年３月期 36.42 28.05 10.11 16.52 8.64 100.00
平成24年３月期 39.25 24.99 10.32 16.77 8.67 100.00
平成25年３月期 35.85 27.95 9.08 18.39 8.73 100.00
平成26年３月期 33.21 30.90 10.17 17.42 8.30 100.00
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７兆３千億円へと下がった。
　平成25年度には約７兆９千億円にまで回復し，平成26年には，８兆５千億円へと大きく上昇
している。この売上高が連結合計に占める割合比率については，その平成18年度，平成19年度，
平成20年度の３年間，約37％，約34％，約32％となっている。
　しかし，平成21年度約36％となり，平成22年度，23年度，24年度は，約38％，約36％，約39
％と高い比率になった。平成25年度約36％となり，さらに，平成26年度約33％となり連結合計
に対する役割比率は，若干下がっている。
　次の「北米」の売上高の年度別変動推移の変化の差は，「日本」とは大きく異なっている。
　まず，平成18年度，平成19年度，平成20年度の売上高は，約７兆５千億円，約８兆８千億円，
約９兆２千億円へと急上昇している。しかし，リーマン・ショックの平成21年度は約
６兆１千億円にまで下落し，次の３年間，平成22年度，平成23年度，平成24年度は，約
５兆６千億円，約５兆３千億円，約４兆６千億円に大きく減少している。景気回復期の平成25
年度には約６兆２千億円に上昇し，さらに平成26年度は約７兆９千億円に上昇している。しか
し，それは平成19年度，平成20年度の売上高の大きさまでには及んでいない。
　そこで，「北米」の連結合計に占める割合比率をみると，まず，平成18年度，平成19年度，
平成20年度は，約25％，約37％，約35％の高い比率で「北米」の役割が大きく，「日本」の役
割と同等以上の高さであった。しかし，平成21年度，平成22年度，平成23年度，平成24年度の
４年間，約30％，約29％，約25％，約28％へと比率が下がり，「日本」の役割比率と比べて平
均約9.6％の役割低下である。さらに，平成25年度も「北米」約25％に比べて，「日本」は約36
％であり，それは約８％低い役割比率である。また平成26年度には，「北米」約30％であり，「日
本」約33％であるから，両者の差は約３％低いが，この年度はその役割比率は大きく回復して
いる。
　「欧州」セグメントの売上高の各年度別変動の推移状況については，その詳細は図表５にゆ
ずることにしたい。その大要を次に述べると，「欧州」セグメントの売上高の連結合計売上高
に占める割合は，平成20年度の約３兆８千億円の約14％比率を最高とし，平成25年度の約２兆
円の約９％の割合比率と下がっている。また平成26年度も約２兆６千億円の売上高，役割比率
約10％である。この９年間を要約的にみると，「欧州」セグメントの売上高の役割に，大きな
変容はなかったと思われる。
　注目すべき所在地別セグメントでは，やはり，「アジア」セグメントの売上高の変動推移である。
　「アジア」セグメントが平成18年度に独立区分されて以来，９年間の売上高の変動幅は大きい。
　平成18年度約１兆８千億円，平成19年度約２兆円，平成20年度約２兆８千億円に増加してい
る。リーマン・ショック後の平成21年度から平成24年度までの４年間も，約２兆５千億円，約
２兆４千億円，約３兆１千億円，約３兆円と増加傾向である。さらに平成25年度約４兆１千億
円，平成26年度約４兆５千億円へと増加している。
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　「アジア」の売上高の連結合計売上高に占める役割比率も徐々に高くなっている。平成18年
度約９％，平成19年度約８％，平成20年度約11％であった。さらにリーマン・ショックの４年
間でも，平成21年度約12％，22年度約13％，23年度約17％，24年度約17％と大きくなっている。
さらに平成25年度約18％，平成26年度約17％の役割比率となり，それは増加傾向である。
　「その他」のセグメントの売上高の変動推移については，ここでは記述を省略し，図表５に
ゆずることにしたい。
　次は，各所在地別セグメントにおける営業利益の各年度別の変動推移の状況の要約について
である。それら数値は，まず，図表６の一覧表で示すことにしたい。その概要は，できるだけ
要約的に記することにする。
　まず，「日本」所在地セグメントの営業利益は，「日本」国内販売分と「日本」よりの輸出分
の合計であることに注意する必要がある。
　「日本」所在地セグメントの営業利益の各年度の変動推移の状況をみると，平成18年３月期
の営業利益約１兆８百億円，平成19年３月期，約１兆4,600億円，平成20年３月期約１兆4,400
億円と巨額の利益額である。次いで，リーマン・ショック後の平成21年３月期約△2,400億円
〔図表６〕トヨタの最近８年間の所在地別セグメント情報（営業利益）
項　　目 ［日本］ ［北米］ ［欧州］［アジア］［その他］消去または全社 連結合計
［営業利益］ 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円
平成18年３月期 10,759 4,956 939 1,455 672 2 18,783
平成19年３月期 14,573 4,496 1,374 1,176 895 △67 22,387
平成20年３月期 14,403 3,054 1,416 2,564 1,439 △172 22,704
平成21年３月期 △2,376 △3,902 △1,432 1,761 876 463 △4,610
平成22年３月期 △2,252 855 △330 2,036 1,155 11 1,475
平成23年３月期 △3,624 3,395 132 3,130 1,601 49 4,683
平成24年３月期 △2,070 1,864 178 2,568 1,088 △72 3,556
平成25年３月期 5,763 2,219 265 3,761 1,337 △138 13,209
平成26年３月期 15,102 3,260 582 3,958 425 △406 22,921
［営業利益構成比率］ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％
平成18年３月期 57.28 26.39 5.00 7.75 3.58 0.00 100.00
平成19年３月期 66.10 20.08 6.14 5.25 3.73 △0.30 100.00
平成20年３月期 63.44 13.45 6.24 11.29 6.34 △0.76 100.00
平成21年３月期 51.54 84.64 31.06 △38.20 △19.00 △10.04 100.00
平成22年３月期 △152.68 57.97 △22.37 137.97 78.31 0.80 100.00
平成23年３月期 △77.39 72.50 2.82 66.84 34.19 1.04 100.00
平成24年３月期 △58.21 52.42 5.01 72.22 30.60 △2.04 100.00
平成25年３月期 43.63 16.80 2.01 28.48 10.11 △1.03 100.00
平成26年３月期 65.89 14.22 2.54 17.27 1.85 △1.77 100.00
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の赤字，平成22年３月期約△2,300億円の赤字，平成23年３月期約△3,600億円の赤字，平成24
年３月期約△2,100億円の赤字であった。しかし，景気回復期の平成25年３月期には約5,800億
円の黒字に転換し，さらに，平成26年３月期には，最高の約１兆5,100億円の営業利益額を獲
得している。これらの営業利益額が連結合計営業利益額に対する役割比率をみることによって，
営業利益業績を評価することも大切であろう。
　「日本」の営業利益額の連結合計営業利益額に対する占める割合比率を次に示すと，次の通
りである。
　「日本」の平成18年３月期は約57％の役割比率，平成19年３月期は約65％，平成20年３月期
は約63％の高い比率割合であった。しかし，平成21年３月期は，リーマン・ショックにより，
連結合計営業利益も赤字の約4,600億円となったため，「日本」セグメントの営業利益の赤字約
2,400億円は，結果的に，赤字分担の約52％の比率になっている。次いで，平成22年３月期，
平成23年３月期，平成24年の３年間は，連結利益会計が黒字であり，「日本」セグメントの営
業利益が赤字になったため，「日本」セグメントの営業利益赤字対連結合計利益黒字で割った
比率は，平成22年３月期約△153％，平成23年３月期約△77％，平成24年３月期約△58％のい
ずれも赤字比率になった。
　平成25年３月期の景気回復により，「日本」は，連結合計に対して約44％の黒字貢献比率に
転換している。さらに，平成26年３月期の最高の営業利益額は，連結合計利益額の約66％の高
い貢献利益比率の黒字となった。
　次に，「北米」セグメントの営業利益の各年度の変動推移の動向は，「日本」セグメントの営
業利益の動向と異なっている点に注目してみていきたい。「北米」所在地セグメントの営業利
益について，まず，平成18年３月期，19年３月期，20年３月期の３年間をみると，約5,000億円，
約4,500億円，約3,000億円の利益額であった。
　しかし，リーマン・ショックの平成21年３月期は約3,900億円の赤字に下落しているが，平
成22年３月期，23年３月期，24年３月期の３年間は，「日本」セグメントの赤字動向と異なり，
「北米」は，約900億円，約3,400億円，約1,900億円の黒字利益である。この点について，次節
で注目すべき課題として取上げることにしたい。平成25年３月期の営業利益は約2,200億円，
平成26年３月期には約3,300億円の営業利益へと上昇している。
　「北米」の営業利益の連結合計営業利益に占める割合比率を，図表６の下部の数値でみると，
平成18年３月期，19年３月期，20年３月期はそれぞれ約26％，約20％，約13％の役割比率であ
った。しかし，リーマン・ショック以後，平成21年３月期から平成24年３月期までの４年間，「日
本」の役割比率動向とは大きく異なったタイプの比率である。それは約85％，約58％，約73％，
約52％の高い比率となっている。これは，次節で述べる金融セグメント収益による営業利益の
大きさによるものであることに，注目したい。
　平成25年３月期には約17％の比率，平成26年には約14％の比率に下がった役割比率になって
関西大学商学論集　第59巻第３号（2014年12月）138
いる。
　「欧州」所在地セグメントの営業利益の各年度別の変動推移の動向を要約的にみると，まず，
平成18年３月期，19年３月期，20年３月期の３年間は，それぞれ約900億円，約1,400億円，約
1,400億円であり，それの連結合計に対する役割比率も，それぞれ約５％，約６％，約６％と
安定的であった。リーマン・ショック後の平成21年３月期は赤字の営業利益約△1,400億円，
平成22年３月期にも赤字の営業利益約△330億円に下落している。それらの役割比率も，平成
21年３月期約31％，平成22年３月期赤字の約△22％となっている。さらに，平成23年３月期及
び平成24年３月期には，その営業利益は約130億円と約180億円の黒字に転じ，その役割比率も
約３％と約５％の黒字比率になった。景気回復期の平成25年３月期には，営業利益約270億円，
その役割比率約２％の黒字となり，さらに，次の平成26年３月期には，営業利益約580億円，
その役割比率約2.5％までに増加している。
　次に，注目すべき「アジア」所在地セグメントの営業利益の各年度別の変動推移の動向につ
いてみることにしたい。
　「アジア」の営業利益は，平成18年３月期約1,500億円，19年３月期約1,200億円，20年３月
期約2,600億円であり，その役割比率は，それぞれ約7.8％，約5.3％，約11.3％の比率であった。「ア
ジア」は，リーマン・ショック後の平成21年３月期以降の４年間，他の所在地セグメントと異
なり，その営業利益が全て黒字であり，安定的な数値である。平成21年３月期は営業利益約
1,800億円の黒字であるが，連結合計利益が約4,600億円のために，その役割比率はマイナスの
約△38％の比率となった。平成22年３月期には，営業利益約2,000億円の黒字，その役割比率
は連結合計営業利益約1,500億円を超過したために，約138％の高い比率となった。
　平成23年３月期には，営業利益約3,100億円の黒字であり，役割比率も約67％の高い貢献比
率である。平成24年３月期には，営業利益約2,600億円となり，その役割比率も約72％の高い
比率である。景気回復期の平成25年３月期には，その営業利益は約3,800億円となり，その役
割比率は約28％となった。さらに，平成26年３月期には，その営業利益は約4,000億円と増加
した。しかし，他のセグメントの営業利益が大きいので，「アジア」の役割比率は約17％台に
止どまっている。
　「その他」所在地セグメントの営業利益の各年度別の変動推移の動向については，図表６の
数値にゆずることにしたい。その特徴としては，「その他」の各内容地域の変化があっても，「そ
の他」の営業利益の数値は比較的安定的なものであることに注目したい。
　次に，所在地別セグメントの営業利益率をみることであるが，事業の種類別セグメント情報
の場合と異なり，その営業利益率は売上高営業利益率のみ算出可能である。この所在地別セグ
メントの売上高営業利益率の各年度別，各セグメント別に算定したものが，次の図表７である。
　この図表７によって，各所在地セグメント毎の売上高営業利益率を，最近９年間の各年度の
変動推移の状況としてみることにする。
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　「日本」セグメントの売上高営業利益率の各年度別変動推移をまずみることにする。「日本」
セグでは，売上高営業利益率は平成18年３月期約14％，19年３月期約18％，平成20年３月期約
17％の高い利益である。次いで，リーマン・ショック後の平成21年３月期，22年３月期，23年
３月期，24年３月期の４年間は，約△3.2％，約△3.1％，約△5.2％，約△2.8％のすべて赤字の
比率であった。景気回復期の平成25年３月期には，約7.3％の黒字比率，さらに平成26年３月
期には約17.7％の高い黒字比率に上昇している。「日本」セグの売上高営業利益率の高低の大
きさによって各年度の景気上昇と低迷さがほぼ理解できるものと思われる。
　「北米」の売上高営業利益率は各年度によって，「日本」セグの数値変動タイプと異なって
いる。「北米」の売上高営業利益率は，平成18年３月期約6.7％，19年３月期約5.1％，20年３月
期約3.3％の黒字比率であった。しかし，リーマン・ショックの平成21年３月期は赤字の約△
6.4％比率に下がり，平成22年３月期約1.5％，23年３月期約6.4％，24年３月期約4.0％の黒字比
率に回復している。景気回復期の平成25年３月期には，約3.6％，また平成26年３月期約4.1％
の比率となっている。
　「欧州」セグメントの売上高営業利益率は，平成18年３月期約3.7％，19年３月期約4.1％，
20年３月期約3.7％の黒字比率であった。リーマン・ショックの平成21年３月期には，売上高
営業利益率は約△５％の赤字比率となった。平成22年３月期は約△1.6％の赤字比率，平成23
年３月期には約0.7％の黒字比率，24年３月期は約0.9％の黒字比率である。景気回復期の平成
25年３月期約1.32％，平成26年３月期約2.2％の黒字比率に若干回復している。
　「アジア」セグメントの売上高営業利益率をみると，平成18年３月期約7.9％，19年３月期
約6.0％，20年３月期約5.2％の安定的な黒字比率であった。リーマン・ショックの平成21年３
月期も約7.18％の黒字比率であり，次いで，平成22年３月期約7.2％，平成23年３月期約6.5％，
平成24年約8.23％の高い黒字比率である。景気回復期の平成25年３月期には約9.27％，平成26
〔図表７〕トヨタの最近９年間の所在地別セグメント情報（営業利益率）
項　　目 ［日本］ ［北米］ ［欧州］ ［アジア］ ［その他］
消去また
は全社
連結合計
売上高（営業利益率） ％ ％ ％ ％ ％ ％
平成18年３月期 13.91 6.65 3.65 7.92 4.68 8.93
平成19年３月期 17.84 5.13 4.11 5.97 4.89 9.35
平成20年３月期 17.11 3.30 3.72 5.16 7.10 8.64
平成21年３月期 △3.18 △6.40 △4.96 7.18 5.41 △2.25
平成22年３月期 △3.08 1.53 △1.58 7.24 7.51 0.78
平成23年３月期 △5.20 6.37 0.69 6.48 9.76 2.47
平成24年３月期 △2.84 4.01 0.93 8.23 6.75 1.91
平成25年３月期 7.29 3.60 1.32 9.27 6.95 5.99
平成26年３月期 17.70 4.11 2.22 8.84 1.61 8.92
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年３月期には約8.84％の高い黒字比率である。
　この９年間をみると，「アジア」セグでは，特に平成21年３月期以降，ほぼ約７％以上の高
い売上高営業利益率を確保している。
　「その他」セグメントでは，この９年間，それを構成する国々の相違などがあり，十分にそ
の内容を把握できないので，それについてここで記述することを差控えたい。
　この項の締めくくりとして，トヨタの最近９年間における所在地別セグメント情報における
「日本」，「北米」，「欧州」，「アジア」，「その他」の営業利益の各年度別の変動推移を一覧的に
グラフに画いたものを，次の図表８として添付することにしたい。この図表８でそれが一覧で
きたように，やはり，「日本」セグメントの上下のウェートの高さが際立って目立っている。
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〔図表 8〕　トヨタの最近 9年間の所在地別セグメント情報（営業利益）
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〔図表８〕トヨタの最近９年間の所在地別セグメント情報（営業利益）
４． トヨタの直近５年間における所在地別セグメント情報への事業種類別セグ
メント情報の関連結合を目指した私的な試み
　前節では，トヨタの連結財務上のセグメント情報の公的開示面の概要を取上げてきたが，さ
らに，セグメント情報をより深く理解できることを夢見て，この節では，公的財表開示されて
いないが，有価証券報告書の追加説明事項の中から，推測的に内容を理解できることを見出し
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たいと思う。その例として，事業種類別セグメント情報における金融セグメント情報数値は，
所在地別セグメント情報では開示されていないが，もしも，各所在地毎に金融セグメント情報
数値がわかれば，より深く各所在地別の事業内容がわかると思われるからである。それには，
各所在地別セグメント毎に，自動車等と，金融との売上高，営業利益を区分整理することが必
要である。もしそれが可能ならば，「タテ」の事業種類別セグメント情報を，「ヨコ」の所在地
別セグメント情報につなぐことになるであろう。しかし，連結財表現行基準では，これに関す
る作成・開示要求はされていない。しかし，部外者としてその関連結合を目指した推測計算を
試みたい。しかし，その推測計算の情報は，有価証券報告書上に記載された説明事項を利用し
たいと考えている。
　その関連の資料として，トヨタの有価証券報告書の「財務諸表」の部の前段階の会社説明報
告記事の中に，やっと見出すことができた。それは，トヨタの平成22年３月期，平成23年３月
期，平成24年３月期，平成25年３月期，平成26年３月期の５年間について有価証券報告で見出
すことができた。
　それらの記述の中から，筆者が私的に集約整理したものが，まず，次の図表９である。この
図表９では，各年度別，各所在地別に，商品・製品売上書と金融収益の２つに売上高が区分表
示されている点に，注目している。
　この図表９では，各所在地別セグメント毎の「金融」営業利益の数値は開示されていなかっ
〔図表９〕トヨタの最近５年間の所在地別売上高開示の追加資料（会社説明追加分より）
（単位：億円）
項　　目 ［日本］ ［北米］ ［欧州］ ［アジア］ ［その他］
平成22年３月期売上高
　　商品・製品売上高 71,895 46,951 20,014 23,809 14,366
　　金融収益 1,253 8,881 813 427 1,020
売上高合計 78,148 55,832 20,827 24,317 15,386
平成23年３月期売上高
　　商品・製品売上高 68,450 45,019 18,491 30,890 15,260
　　金融収益 1,219 8,259 713 491 1,144
売上高合計 69,669 53,278 19,204 31,381 16,404
平成24年３月期売上高
　　商品・製品売上高 71,684 39,409 18,491 30,585 14,872
　　金融収益 1,264 7,034 683 584 1,241
売上高合計 72,938 46,443 19,174 31,169 16,113
平成25年３月期売上高
　　商品・製品売上高 77,766 54,476 19,272 39,791 17,722
　　金融収益 1,339 7,202 759 795 1,520
売上高合計 79,105 61,678 20,031 40,586 19,242
平成26年３月期売上高
　　商品・製品売上高 84,151 70,559 25,195 43,528 19,568
　　金融収益 1,178 8,827 946 1,226 1,741
売上高合計 85,329 79,386 26,141 44,754 21,309
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た。しかし，この「金融収益」（売上高）をベースにして，「金融」営業利益の数値を追加推測
計算することを試みたいことが，本節の主要な目的である。従って，これはあくまでも，筆者
の私的な推測計算であることに注意をお願いしたい。なお，その推測計算は，各地域別の個別
的差異を見出すことができなかったので，ここでは，全地域の平均的な数値の利益率を用いる
ことになっている。
　筆者の算出は，「金融収益」（売上高）の各地域別のその構成比率を用いて，その構成比率と
同じ比率を，連結合計営業利益額に乗じて算出した金額をもって，各所在地別の金融営業利益
として取扱っている。筆者の主観的な推測計算の試みによるものである。
　以上のような考え方によって整理し，一表にまとめたものが，次の図表10である。従って，
この図表10は，推測計算の試みにより作成したものである。
　この図表10のように，事業種類別セグメント情報におけるＡ　金融収益売上高，Ｂ　金融収
益営業利益，Ｃ　所在地別営業利益，Ｄ　自動車等営業利益の各数値が，各所在地別に，各年
度毎に，比較した形でみることができると思う。
　上記の図表９及び図表10をベースにして，「タテ」の（Ａ）自動車等セグメントの売上高，
営業利益と，（Ｂ）金融セグメントの売上高，営業利益が，「ヨコ」の各所在地別に各年度毎に
比較できるように整理したものを，あとの各図表でみることにしたい。
　まず，売上高，営業利益の金額について，Ａ　自動車等セグメント，Ｂ　金融セグメント，
Ｃ　連結合計（Ａ＋Ｂ）の３項目に「ヨコ」に並べ，「タテ」に，各年度別の所在地別セグメ
ントの数値を表示した図表11-１，11-２を，次に作成表示している。
　平成22年３月期の図表11-１の数値について，その概要を営業利益を中心にしてみると，そ
の営業利益は，
①　 「日本」セグでは，Ａ　自動車等セグ△2,486億円，Ｂ　金融セグ234億円，Ｃ（Ａ＋Ｂ）
の所在地合計△2,252億円である。
②　 「北米」セグでは，Ａ　自動車等セグ△933億円，Ｂ　金融セグ1,788億円，Ｃ（Ａ＋Ｂ）
の所在地合計855億円である。
③　 「欧州」セグでは，Ａ　自動車等セグ△494億円，Ｂ　金融セグ164億円，Ｃ（Ａ＋Ｂ）の
所在地合計△330億円である。
④　 「アジア」セグでは，Ａ　自動車等セグ1,950億円，Ｂ　金融セグ86億円，Ｃ（Ａ＋Ｂ）
の所在地合計2,036億円，Ｃ（Ａ＋Ｂ）の所在地合計2,036億円である。
⑤　 「その他」セグでは，Ａ　自動車等セグ950億円，Ｂ　金融セグ205億円，Ｃ（Ａ＋Ｂ）の
所在地合計1,155億円である。
⑥　 海外所在地合計（②＋③＋④＋⑤）では，Ａ　自動車等セグ1,473億円，Ｂ　金融セグ
2,243億円，Ｃ（Ａ＋Ｂ）の所在地合計3,716億円である。
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⑦　 連結合計（①＋②＋③＋④＋⑤）では，Ａ　自動車等セグ△1,013億円，Ｂ　金融セグ
2,477億円，Ｃ（Ａ＋Ｂ）の合計1,464億円である。
　このように，各所在地によって，Ａ　自動車等セグの営業利益数値のプラスかマイナスが異
なっている。Ｂ　金融セグの営業利益は全ての所在地でプラスであった。Ｃ（Ａ＋Ｂ）の合計
〔図表10〕トヨタの最近５年間の「金融」営業利益の所在地別開示への推測計算の試み
項　　目 「日本」 「北米」 「欧州」 「アジア」「その他」
調整
消去
連結
合計
平成22年３月期 億円 億円 億円 億円 億円 億円 億円
　Ａ金融収益売上高 1,253 8,881 813 427 1,020 △131 12,263
％ ％ ％ ％ ％ ％ ％
　　同上構成比率 9.49 72.43 6.63 3.48 8.32 △3.50 100.00
　Ｂ金融収益営業利益 234 1,788 164 86 205 △8 2,469
　Ｃ所在地別営業利益 △2,252 855 △330 2,036 1,155 11 1,475
　Ｄ自動車等営業利益 △2,486 △933 △494 1,950 950 6 △994
平成23年３月期
　Ａ金融収益売上高 1,219 8,259 712 491 1,144 △93 11,732
％ ％ ％ ％ ％ ％ ％
　　同上構成比率 10.39 70.40 6.07 4.18 9.75 △0.79 100.00
　Ｂ金融収益営業利益 372 2,512 217 150 349 △17 3,583
　Ｃ所在地別営業利益 △3,624 3,395 132 3,130 1,601 49 4,683
　Ｄ自動車等営業利益 △3,996 883 △85 2,980 1,252 66 1,100
平成24年３月期
　Ａ金融収益売上高 1,264 7,034 683 584 1,241 △89 10,717
％ ％ ％ ％ ％ ％ ％
　　同上構成比率 11.79 65.63 6.37 5.45 11.58 △0.82 100.00
　Ｂ金融収益営業利益 361 2,011 195 167 355 △25 3,064
　Ｃ所在地別営業利益 △2,071 1,864 178 2,568 1,088 △71 3,556
　Ｄ自動車等営業利益 △2,432 △147 △17 2,401 733 △46 492
平成25年３月期
　Ａ金融収益売上高 1,339 7,202 759 775 1,520 △95 11,500
％ ％ ％ ％ ％ ％ ％
　　同上構成比率 11.64 62.63 6.60 6.74 13.22 △0.83 100.00
　Ｂ金融収益営業利益 368 1,978 208 213 417 △26 3,158
　Ｃ所在地別営業利益 5,763 2,219 265 3,761 1,337 △136 13,209
　Ｄ自動車等営業利益 5,395 241 57 3,548 920 △110 10,051
平成26年３月期
　Ａ金融収益売上高 1,178 8,827 946 1,226 1,741 ― 13,918
％ ％ ％ ％ ％ ％ ％
　　同上構成比率 8.46 63.42 6.8 8.81 12.51 ― 100.00
　Ｂ金融収益営業利益 250 1,871 200 260 368 ― 2,949
　Ｃ所在地営業利益 15,102 3,260 582 3,957 426 △406 22,921
　Ｄ自動車等営業利益 14,852 1,389 382 3,697 58 △406 19,972
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〔図表11〕 トヨタの最近５年間の所在地別セグメント情報における自動車等セグメント情報と金融セグ
メント情報の区分
項　　目
（Ａ）自動車等セグメント （Ｂ）金融セグメント （Ｃ）＝（Ａ）＋（Ｂ）
売上高 営業利益 売上高 営業利益 売上高 営業利益
所在地別セグメント金額 億円 億円 億円 億円 億円 億円
平成22年３月期 ①「日本」 71,895 △2,486 1,253 234 73,148 △2,252
②「北米」 46,951 △933 8,881 1,788 55,832 855
③「欧州」 20,014 △494 813 164 20,827 △330
④「アジア」 23,890 1,950 427 86 24,317 2,036
⑤「その他」 14,366 950 1,020 205 15,386 1,155
⑥海外所在地合計 105,221 1,473 11,141 2,243 116,362 3,716
⑦連結合計 177,116 △1,013 12,394 2,497 189,510 1,464
平成23年３月期 ①「日本」 68,450 △3,996 1,219 372 69,669 △3,624
②「北米」 45,019 883 8,259 2,512 53,278 3,395
③「欧州」 18,491 △85 713 217 19,204 132
④「アジア」 30,890 2,980 491 150 31,381 3,130
⑤「その他」 15,260 1,252 1,144 349 16,404 1,601
⑥海外所在地合計 109,660 5,030 10,607 3,228 120,267 8,258
⑦連結合計 178,110 1,034 11,826 3,600 189,936 4,634
平成24年３月期 ①「日本」 71,684 △2,432 1,254 361 72,938 △2,071
②「北米」 39,409 △147 7,034 2,011 46,443 1,864
③「欧州」 18,491 △17 683 195 19,174 178
④「アジア」 30,585 2,401 584 167 31,169 2,568
⑤「その他」 14,872 733 1,241 355 16,113 1,088
⑥海外所在地合計 103,357 2,970 9,542 2,728 112,899 5,698
⑦連結合計 175,091 538 10,796 3,089 185,837 3,627
平成25年３月期 ①「日本」 77,766 5,395 1,339 368 79,105 5,763
②「北米」 54,476 241 7,202 1,978 61,678 2,219
③「欧州」 19,272 57 759 208 20,031 265
④「アジア」 39,791 3,548 795 213 40,586 3,761
⑤「その他」 17,722 920 1,520 417 19,242 1,337
⑥海外所在地合計 131,261 4,766 10,276 2,816 141,537 7,582
⑦連結合計 209,027 10,161 11,615 3,184 220,642 13,345
（△136）
(13,209)
平成26年３月期 ①「日本」 84,151 14,852 1,178 250 85,329 15,102
②「北米」 70,559 1,390 8,827 1,870 79,386 3,260
③「欧州」 25,195 382 946 200 26,141 582
④「アジア」 43,528 3,697 1,226 260 44,754 3,957
⑤「その他」 19,568 58 1,741 368 21,309 426
⑥海外所在地合計 158,850 5,527 12,740 2,698 171,590 8,225
⑦連結合計 243,001 20,379 13,918 2,949 256,919 23,327
（△406）
(22,921)
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では，Ａ自動車等セグの営業利益のプラスかマイナスかの数値の加減によって，各所在地数値
の傾向が大きく変わってきていることが，この図表11-１の数値によって，それがわかってく
る特色がある。
　さらに，平成23年３月期の営業利益の状況をみると，
　まず，①「日本」セグでは，Ａ　自動車等セグ△3,996億円，Ｂ　金融セグ372億円，Ｃ（Ａ＋Ｂ）
の所在地合計△3,624億円，Ｃ（Ａ＋Ｂ）の所在地合計△3,624億円である。
②　 「北米」セグでは，Ａ　自動車等セグ883億円，Ｂ　金融セグ2,512億円，Ｃ（Ａ＋Ｂ）の
所在地合計3,395億円である。
③　 「欧州」セグでは，Ａ　自動車等セグ△85億円，Ｂ　金融セグ217億円，Ｃ（Ａ＋Ｂ）の
所在地合計132億円である。
④　 「アジア」セグでは，Ａ　自動車等セグ2,980億円，Ｂ　金融セグ150億円，Ｃ（Ａ＋Ｂ）
の所在地合計3,130億円である。
⑤　 「その他」セグでは，Ａ　自動車等セグ1,252億円，Ｂ　金融セグ349億円，Ｃ（Ａ＋Ｂ）
の所在地合計1,601億円である。
⑥　 海外所在地合計（②＋③＋④＋⑤）では，Ａ　自動車等セグでは，5,030億円，Ｂ　金融
セグ3,228億円，Ｃ（Ａ＋Ｂ）の所在地合計8,258億円である。
⑦　 連結合計（①＋②＋③＋④＋⑤）では，Ａ　自動車等セグ1,034億円，Ｂ　金融セグ3,600
億円，Ｃ（Ａ＋Ｂ）の連結合計4,634億円である。
　この23年３月期は，前年度に比較して，海外所在地合計の営業利益が，3,716億円から8,258
億円に上昇したことが特色であろう。
　次に，平成24年３月期の営業利益の概況をみると，
①　 「日本」セグでは，Ａ　自動車等セグ△2,432億円，Ｂ　金融セグ361億円，Ｃ（Ａ＋Ｂ）
所在地合計△2,071億円である。
②　 「北米」セグでは，Ａ　自動車等△147億円，Ｂ　金融2,011億円，Ｃ（Ａ＋Ｂ）の所在地
合計△1,864億円である。
③　 「欧州」セグでは，Ａ　自動車等△17億円，Ｂ　金融195億円，Ｃ（Ａ＋Ｂ）の所在地合
計178億円である。
④　 「アジア」セグでは，Ａ　自動車等2,401億円，Ｂ　金融167億円，Ｃ（Ａ＋Ｂ）の所在地
合計2,568億円であった。
⑤　 「その他」セグでは，Ａ　自動車等733億円，Ｂ　金融355億円，Ｃ（Ａ＋Ｂ）の所在地合
計1,088億円であった。
⑥　 海外所在地合計（②＋③＋④＋⑤）では，Ａ　自動車等2,970億円，Ｂ　金融2,728億円，
Ｃ（Ａ＋Ｂ）の所在地合計5,698億円である。
⑦　 連結合計（①＋②＋③＋④＋⑤）では，Ａ　自動車等538億円，Ｂ　金融3,089億円，Ｃ（Ａ＋Ｂ）
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所在地合計3,627億円であった。
　この平成24年３月の連結合計営業利益3,624億円では，金融セグの営業利益3,089億円が自動
車等セグの営業利益538億円に比べて，はるかに大きくなっている点が特色と考えられる。
　次に，平成25年３月期の営業利益の概況をみることにしたい。
①　 「日本」セグでは，Ａ　自動車等5,395億円，Ｂ　金融368億円，Ｃ（Ａ＋Ｂ）所在地合計
5,763億円であった。
②　 「北米」セグでは，Ａ　自動車等241億円，Ｂ　金融1,978億円，Ｃ（Ａ＋Ｂ）の所在地合
計2,219億円であった。
③　 「欧州」セグでは，Ａ　自動車等57億円，Ｂ　金融208億円，Ｃ（Ａ＋Ｂ）の所在地合計
265億円である。
④　 「アジア」セグでは，Ａ　自動車等3,548億円，Ｂ　金融217億円，Ｃ（Ａ＋Ｂ）の所在地
合計3,761億円であった。
⑤　 「その他」セグでは，Ａ　自動車等920億円，Ｂ　金融417億円，Ｃ（Ａ＋Ｂ）の所在地合
計1,337億円である。
⑥　 海外所在地合計（②＋③＋④＋⑤）では，Ａ　自動車等4,766億円，Ｂ　金融2,816億円，
Ｃ（Ａ＋Ｂ）の所在地合計7,582億円であった。
⑦　連結合計（①＋②＋③＋④＋⑤）では，Ａ　自動車等10,161億円であった。
　この平成25年３月期は景気回復の業績向上期となり，連結合計の営業利益13,345億円のうち，
Ａの自動車等の営業利益の上昇が大きく，巨額の10,161億円となり，Ｂの金融の営業利益3,184
億円の３倍以上に大きくなった点が，注目される。
　平成26年３月期の最高の業績期の営業利益の概況を，次にみることにしたい。
①　 「日本」セグでは，Ａ　自動車等14,852億円，Ｂ　金融250億円，Ｃ（Ａ＋Ｂ）所在地合
計15,102億円と大きくなった。
②　 「北米」セグでは，Ａ　自動車等1,390億円，Ｂ　金融1,870億円，Ｃ（Ａ＋Ｂ）の所在地
合計3,260億円となった。
③　 「欧州」セグでは，Ａ　自動車等382億円，Ｂ　金融382億円，Ｃ（Ａ＋Ｂ）の所在地合計
582億円である。
④　 「アジア」セグでは，Ａ　自動車等3,697億円，Ｂ　金融260億円，Ｃ（Ａ＋Ｂ）の所在地
合計3,957億円となっている。
⑤　 「その他」セグでは，Ａ　自動車等58億円，Ｂ　金融368億円，Ｃ（Ａ＋Ｂ）の所在地合
計426億円となっている。
⑥　 海外所在地合計（②＋③＋④＋⑤）では，Ａ　自動車等5,527億円，Ｂ　金融2,698億円，
Ｃ（Ａ＋Ｂ）の所在地合計8,225億円となっている。
⑦　 連結合計（①＋②＋③＋④＋⑤）では，Ａ　自動車等20,379億円，Ｂ　金融2,949億円，
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Ｃ（Ａ＋Ｂ）所在地合計23,327億円と高額になっている。
　この平成26年３月期は最高業績になった期であり，「日本」の自動車等の営業利益が過去最
大の高額になった点が注目される。それは連結合計の自動車等営業利益20,379億円の約80％の
大きさを占めている。この平成26年３月期が連結合計の営業利益23,327億円の最高になったこ
とに貢献していると考えられる。
　この平成22年３月期から平成26年３月期までの５年間の営業利益の変動推移の大きさは，こ
のように，各年度のＡ自動車等営業利益とＢ金融営業利益との変動傾向をそれぞれ注意深くみ
ることが大切であろう。
　上述のＡ自動車等営業利益とＢ金融営業利益のそれぞれの変動傾向をみるためには，
　（１）それぞれの連結合計に対する構成比率をみることと，（２）それぞれの売上高営業利益
率をみることが必要であると思う。
　そこで，この２つの点について，次に，できるだけ，要約的に取上げることにしたい。
（１） 各所在地セグメントの営業利益が，連結合計の営業利益に占める役割比率ないし構成比
率の直近５年間分について，次の図表12-１及び図表12-２で表示することにする。
　この図表12-１及び図表12-２では，１　売上高をＡ自動車等とＢ金融とに区分し，さらに，
２　営業利益をＡ自動車等，Ｂ金融とに区分してそれらの比率も表示している。
　まず平成22年３月期分について概略をみると，
①「日本」セグでは，１　売上高，Ａ自動車等98.29％，Ｂ金融1.91％であり，２　営業利益，
Ａ自動車等110.39％，Ｂ金融△10.39％であり，営業利益はＡ自動車等が赤字であり，Ｂ金融が
黒字であったことによる比率である。
　この22年３月期では，１　売上高のＡ自動車等の構成比率は，②「北米」の約84％の比率を
除き，あとの構成比率は約90％から約98％の高い比率である。Ｂ金融の構成比率は，②「北米」
の約16％の比率を除き，約２％から約10％の比率である。２　営業利益については，Ａ自動車
等は約40％から約150％と，△約69％から約△109％の大きな幅のある変動がある。Ｂ金融でも，
約４％から約169％，約△１％から約△209％の多様な比率である。なお，連結合計では，
１　売上高　Ａ自動車等93.46％，Ｂ金融6.54％，２　営業利益　Ａ自動車等△69.19％，
Ｂ金融169.19％の比率であり，これは２　営業利益面では，Ａ自動車等の比率が赤字であり，
Ｂ金融の比率が黒字利益であったためである。
　あとの23年３月期以降の４年間は，連結合計面の１　売上高　Ａ自動車等　Ｂ金融の比率と，
２　営業利益面　Ａ自動車等　Ｂ金融の比率を示すことにする。
　23年３月期の連結合計面では，１　売上高　Ａ自動車等93.77％，Ｂ金融6.23％，２　営業
利益　Ａ自動車等22.31％，Ｂ金融77.69％の比率であり，営業利益面でのＢ金融の役割比率が
高いことが，注目される。
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　24年３月期の連結合計面では，１　売上高　Ａ自動車等94.19％，Ｂ金融5.81％，２　営業利
益　Ａ自動車等14.83％，Ｂ金融85.17％の一段と高い比率になっている。
　25年３月期の連結合計面では，１　売上高　Ａ自動車等94.74％，Ｂ金融5.26％，２　営業利
益　Ａ自動車等76.14％，Ｂ金融23.86％の比率である。
　平成25年３月期の景気上昇期では，営業利益面で，Ｂ金融の比率の３倍以上の高いＡ自動車
等の役割比率に変わっている。
　26年３月期の連結合計面では，１　売上高　Ａ自動車等94.58％，Ｂ金融5.42％，２　営業利
益　Ａ自動車等87.36％，Ｂ金融12.64％の比率となり，この期の営業利益面でのＡ自動車等の
貢献度が非常に高くなっている。
　このように，リーマン・ショックの前３年間と，あとの景気上昇期の２年間では，各年度に
よって，Ａ自動車等とＢ金融との営業利益面での役割比率が異なっていることが注目に値する。
　次に，上の図表12-１及び12-２の右側面の売上高営業利益率についてみることにしたい。
　執筆ページの増加を防ぐために，売上高営業利益率については，図表12-１及び12-２におけ
る①「日本」セグ，⑥海外所在地合計，⑦連結会計の３項目のＡ自動車等，Ｂ金融，Ｃ連結合
計の各比率についてのみ，ここで取上げたい。
　平成22年３月期の売上高営業利益率では，
①「日本」セグで，Ａ自動車等△3.46％，Ｂ金融18.68％，Ｃ連結合計△3.08％である。
⑥海外所在地合計で，Ａ自動車等1.40％，Ｂ金融20.13％，Ｃ連結合計3.19％である。
⑦連結合計で，Ａ自動車等△0.57％，Ｂ金融19.82％，Ｃ連結合計0.78％である。
　次の平成23年３月期の売上高営業利益率では，
①「日本」セグで，Ａ自動車等△5.88％，Ｂ金融30.52％，Ｃ連結合計△5.20％である。
⑥海外所在地合計で，Ａ自動車等4.59％，Ｂ金融30.42％，Ｃ連結合計6.87％である。
⑦連結合計で，Ａ自動車等△0.66％，Ｂ金融30.54％，Ｃ連結合計9.76％である。
　平成24年３月期の売上高営業利益率では，
①「日本」セグで，Ａ自動車等△3.39％，Ｂ金融28.56％，Ｃ連結合計△2.84％である。
⑥海外所在地合計で，Ａ自動車等0.49％，Ｂ金融28.61％，Ｃ連結合計5.05％である。
⑦連結合計で，Ａ自動車等0.85％，Ｂ金融27.84％，Ｃ連結合計1.91％である。
　平成25年３月期の売上高営業利益率では，
①「日本」セグで，Ａ自動車等6.94％，Ｂ金融27.46％，Ｃ連結合計3.60％である。
⑥海外所在地合計で，Ａ自動車等3.63％，Ｂ金融27.40％，Ｃ連結合計5.36％である。
⑦連結合計で，Ａ自動車等4.82％，Ｂ金融26.98％，Ｃ連結合計5.99％である。
　また平成26年３月期の売上高営業利益率では，
①「日本」セグで，Ａ自動車等17.65％，Ｂ金融21.22％，Ｃ連結合計17.70％である。
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〔図表12〕　図表11における所在地別セグメント情報の構成比率と売上高営業利益率
項　　目
１　売上高 ２　営業利益 ３　売上高営業利益率
Ａ 自動車等 Ｂ 金融 Ｃ 連結 Ａ 自動車等 Ｂ 金融 Ｃ 連結 Ａ 自動車等 Ｂ 金融 Ｃ 連結
所在地別セグメント
　構成比率
％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％
平成22年３月期
①「日本」 98.29 1.71 100.00 110.39 △10.39 100.00 △3.46 18.68 △3.08
②「北米」 84.09 15.91 100.00 △109.12 209.12 100.00 △1.99 20.13 1.53
③「欧州」 96.10 3.90 100.00 149.70 △49.70 100.00 △2.47 20.17 △1.58
④「アジア」 98.24 1.76 100.00 95.78 4.28 100.00 8.16 20.14 7.24
⑤「その他」 93.37 6.63 100.00 82.25 17.75 100.00 △0.56 19.82 7.51
⑥海外所在地合計 90.43 9.57 100.00 39.64 60.36 100.00 1.40 20.13 3.19
⑦連結合計 93.46 6.54 100.00 △69.19 169.19 100.00 △0.57 19.82 0.78
平成23年３月期
①「日本」 98.25 1.75 100.00 110.26 △10.26 100.00 △5.88 30.52 △5.20
②「北米」 84.50 15.50 100.00 26.01 73.99 100.00 1.85 30.42 6.37
③「欧州」 96.29 3.71 100.00 △64.39 164.39 100.00 △0.46 30.48 0.69
④「アジア」 98.44 1.56 100.00 95.21 4.79 100.00 9.65 30.55 6.48
⑤「その他」 93.03 6.97 100.00 78.20 21.80 100.00 0.66 30.54 9.76
⑥海外所在地合計 91.18 8.82 100.00 60.91 39.09 100.00 4.59 30.43 6.87
⑦連結合計 93.77 6.23 100.00 22.31 77.69 100.00 0.66 30.54 9.76
平成24年３月期
①「日本」 98.28 1.72 100.00 117.43 △17.43 100.00 △3.39 28.56 △2.84
②「北米」 84.85 15.15 100.00 △7.89 107.89 100.00 △0.37 28.59 4.01
③「欧州」 96.44 3.56 100.00 △9.55 109.55 100.00 △0.69 28.55 0.93
④「アジア」 98.13 1.87 100.00 93.50 6.50 100.00 7.85 28.60 8.23
⑤「その他」 92.30 7.70 100.00 67.37 32.63 100.00 0.35 27.85 6.75
⑥海外所在地合計 91.55 8.45 100.00 52.12 47.78 100.00 0.49 28.61 5.05
⑦連結合計 94.19 5.81 100.00 14.83 85.17 100.00 0.35 27.84 1.91
平成25年３月期
①「日本」 98.31 1.69 100.00 93.61 6.39 100.00 6.94 27.48 7.29
②「北米」 88.32 11.68 100.00 10.86 89.14 100.00 0.44 27.46 3.60
③「欧州」 96.21 3.79 100.00 21.51 78.49 100.00 0.30 27.40 1.32
④「アジア」 98.04 1.96 100.00 94.34 5.66 100.00 8.91 27.48 9.27
⑤「その他」 92.10 7.90 100.00 68.81 31.19 100.00 0.52 27.43 6.95
⑥海外所在地合計 92.74 7.26 100.00 62.86 37.14 100.00 3.63 27.40 5.36
⑦連結合計 94.74 5.26 100.00 76.14 23.86 100.00 4.82 26.98 5.99
平成26年３月期
①「日本」 98.62 1.38 100.00 98.34 1.66 100.00 17.65 21.22 17.70
②「北米」 88.88 11.12 100.00 42.64 57.36 100.00 1.97 21.19 4.11
③「欧州」 96.38 3.62 100.00 65.64 34.36 100.00 1.52 21.14 2.23
④「アジア」 97.26 2.74 100.00 93.43 6.57 100.00 8.49 21.21 8.84
⑤「その他」 91.83 8.17 100.00 13.62 86.38 100.00 0.30 21.14 1.61
⑥海外所在地合計 92.58 7.42 100.00 67.20 32.80 100.00 3.48 21.18 4.79
⑦連結合計 94.58 5.42 100.00 87.36 12.64 100.00 8.39 21.19 8.92
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⑥海外所在地合計で，Ａ自動車等3.48％，Ｂ金融21.18％，Ｃ連結合計4.79％である。
⑦連結合計で，Ａ自動車等8.39％，Ｂ金融21.19％，Ｃ連結合計8.92％である。
　以上のように，所在地別セグを中心にした売上高営業利益率の変動推移をみてきたが，この
５年間を振返って考えると，「自動車等」の売上高営業利益率はその年度の景気変動の影響を
反映して，各地域によって赤字の△5.88％から最高の黒字17.65％まで高低の変動がある。それ
に反して，「金融」の売上高営業利益率は約20％から約31％の間で変動し，比較的安定比率で
ある。「連結合計」では「自動車等」のウェートが高いので，「金融」の影響は低く，その利益
率は約△５％の赤字から約10％の黒字の幅の中で変動し，「自動車等」の比率より若干高めで
ある。しかし，平成26年３月の連結合計における「日本」セグの19.70％の黒字は特別である。
５．おわりに（まとめ）
　上の各節のように，トヨタの最近９年間における所在地別セグメント情報と事業種類別セグ
メント情報とにおける営業収益業績面を中心にしてみてきた。特に，直近５年間における所在
地別セグメント情報と事業種類別セグメント情報との相互関連についてみてきた。
　そこでは，連結全体と構成要素の各セグメントの関係を特に重視してきた。
　上述の第２節では，最近９年間の連結全体をみるため，連結損益計算書の概要をも重視して
取上げてきた。
　次の第３節では，最近９年間の事業種類別セグメント情報と所在地別セグメント情報とにつ
いて，個々別々に，その概要をみてきた。
　さらに，第４節では，直近５年間に限定して，所在地別セグメント情報と事業種類別セグメ
ントとの関連つながりを模索し，それを取上げてきた。
　これらの第２節，第３節，第４節のさらなる概要については，執筆ページ数の関係で，再述
をここでは避けることにしたい。
　本稿執筆の第一の主要目的は，事業種類別セグメント情報と所在地別セグメント情報とを，
「タテ」と「ヨコ」の関連として組合わせることであった。このことを，本稿のまとめとした
いために集約整理を試みた。そのために，その関係の営業利益面について，図表13を，さらに
その関係の売上高営業利益率面について，図表14を作成表示している。
　その営業利益面についての図表13は，前述の第４節の図表11-１及び11-２を要約整理したも
のである。この図表13では，所在地を「日本」，「北米」，「アジア」の代表的なものに限定し，
また海外所在地合計（所在地合計差引日本）と連結合計（全所在地合計）について，①　自動
車等　②　金融　③　連結合計の３数値，区分整理したものである。
　また，売上高営業利益率面での図表14は，前述の第４節の図表12-１及び12-２を要約整理し
たものである。この図表14の様式は，上の図表13と同じ形式のものであり，その中身内容は前
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節の通りである。
〔図表13〕　トヨタの直近５年間の所在地別及び事業種類別セグメントの集約整理（営業利益）
項　　目 「日本」 「北米」 「アジア」 海外所在地計 連結 （消去整理）
平成22年３月期 ①自動車セグ △2,486 △933 1,950 1,473 △1,013 ―
②金融セグ 234 1,788 86 2,243 2,477 ―
③連結合計 △2,252 855 2,036 3,716
1,464
（1,475）
（11）
平成23年３月期 ①自動車セグ △3,996 883 2,980 5,030 1,034 ―
②金融セグ 372 2,512 150 3,228 3,600 ―
③連結合計 △3,624 3,395 3,130 8,258
4,634
（4,683）
（49）
平成24年３月期 ①自動車セグ △2,432 △147 2,401 2,970 538 ―
②金融セグ 361 2,011 167 2,728 3,089 ―
③連結合計 △2,071 1,864 2,568 5,698
3,627
（3,556）
（△71）
平成25年３月期 ①自動車セグ 5,395 241 3,548 4,766 10,161 ―
②金融セグ 368 1,978 213 2,816 3,184 ―
③連結合計 5,763 2,219 3,761 7,582
13,345
（13,209）
（△136）
平成26年３月期 ①自動車セグ 14,852 1,390 3,697 5,527 20,378 ―
②金融セグ 250 1,870 260 2,699 2,949 ―
③連結合計 15,102 3,260 3,957 8,225
23,327
（22,921）
（△406）
〔図表14〕　トヨタの直近５年間の所在地別及び事業種類別セグメントの集約整理（売上高営業利益率）
項　　目 「日本」 「北米」 「アジア」 海外所在地計 連結合計
平成22年３月期 ①自動車セグ
％
△3.46
％
△1.99
％
8.16
％
1.40
％
△0.56
②金融セグ 18.68 20.13 20.14 20.13 19.82
③連結合計 △3.08 1.53 7.24 3.19 0.78
平成23年３月期 ①自動車セグ △5.88 1.85 9.65 4.59 0.66
②金融セグ 30.52 30.42 30.55 30.43 30.54
③連結合計 △5.20 6.37 6.48 6.87 2.47
平成24年３月期 ①自動車セグ △3.39 △0.37 7.85 2.87 0.35
②金融セグ 28.56 28.59 28.60 28.59 27.84
③連結合計 △2.84 4.01 10.04 5.05 1.91
平成25年３月期 ①自動車セグ 6.94 0.44 8.91 3.63 4.82
②金融セグ 27.48 27.46 27.48 27.40 26.98
③連結合計 7.29 3.60 9.27 4.79 5.99
平成26年３月期 ①自動車セグ 17.65 1.97 8.49 3.48 3.86
②金融セグ 21.22 21.19 21.21 21.18 21.19
③連結合計 17.70 2.23 8.84 4.79 9.08
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　また角度を変えて，トヨタの直近５年間の営業利益獲得面の主要項目について，再度，注目
したいために，その要約表として，次の図表15を作成表示している。
　この図表15では，まず，（１）所在地営業利益獲得主要項目の概要を示すことができればと
思う。
　平成22年３月期では，「日本」セグ△2,252億円，「北米」855億円，「アジア」2,036億円であ
るが，さらに，海外所在地別合計（日本除く）3,716億円，連結合計1,464億円の営業利益と，
なっている。
　平成26年３月期についてみると，「日本」セグ15,102億円，「北米」3,260億円，「アジア」
3,957億円であるが，また，海外所在地合計（日本除く）8,225億円，連結合計で23,327億円の
営業利益となっている。
　この１年間だけをみても，「日本」所在地営業利益の大きさが，連結合計営業利益全体への
大きな役割を果たしていることがわかる。
　次に，売上高営業利益率面の図表15として，（２）自動車等セグメント営業利益獲得項目に
ついての概要を，さらにみると，
　平成22年３月期では，「日本」セグ△2,486億円，「北米」△933億円，「アジア」1,950億円で
〔図表15〕　トヨタの直近５年間の営業利益業績獲得の主要項目の要約
項　　目 平成22年3月期 平成23年3月期 平成24年3月期 平成25年3月期 平成26年3月期
所在地営業利益合計 億円 億円 億円 億円 億円
「日本」セグメント △2,252 △3,624 △2,071 5,763 15,102
「北米」セグメント 855 3,395 1,864 2,219 3,260
「アジア」セグメント 2,036 3,130 2,568 3,761 3,957
海外所在地計 3,716 8,258 5,698 7,582 8,225
連結合計　 1,464 4,634 3,627 13,345 23,327
同上消去整理後連結合計
（＋11） （＋49） （△71） （△136） （△406）
（1,475） （4,683） （3,556） （13,209） （22,921）
自動車等セグメント営業利益 億円 億円 億円 億円 億円
「日本」セグメント △2,486 △3,996 △2,432 5,395 14,852
「北米」セグメント △933 883 △147 241 1,390
「アジア」セグメント 1,950 2,980 2,401 3,548 3,697
海外所在地計 1,473 5,030 2,970 4,766 5,526
連結合計　 △1,013 1,034 538 10,161 20,378
金融セグメント営業利益 億円 億円 億円 億円 億円
「日本」セグメント 234 372 361 368 250
「北米」セグメント 1,788 2,512 2,011 1,978 1,870
「アジア」セグメント 86 150 167 213 260
海外所在地計 2,243 3,228 2,728 2,816 2,699
連結合計　 2,477 3,600 3,089 3,184 2,949
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あるが，また，海外所在地合計（日本除く）1,473億円，連結合計営業利益赤字の△1,013億円
となっている。
　平成26年３月期では，自動車等セグの「日本」セグ14,852億円，「北米」1,390億円，「アジア」
3,697億円であり，また，海外所在地合計5,527億円，連結合計20,378億円の営業利益となった。
　この１年間の自動車等セグ分をみても，「日本」セグの26年３月期の営業利益が非常に大きく，
連結合計営業利益全体に大きく貢献していることがわかる。
　次に，図表15の（３）の金融セグメント分の営業利益獲得項目の概要についてみると，
　平成22年３月期の金融セグでは，「日本」234億円，「北米」1,788億円，「アジア」86億円で
あるが，また，海外所在地合計2,243億円，連結合計2,477億円の営業利益となっている。
　さらに，平成26年３月期分では，金融セグの「日本」250億円，「北米」1,870億円，「アジア」
260億円であるが，また，海外所在地合計2,699億円，連結合計営業利益2,949億円となっている。
　この１年間の金融セグの概要をみても，「北米」の金融営業利益の大きな額によって，連結
全体の金融営業利益の殆どが占められていることがわかるであろう。
　このように，金融営業利益獲得の「北米」セグの役割が大きい。しかし，自動車等の営業利
益は，反対に，「日本」セグの役割が大きいこととは異なっている。
　以上のようなセグメント情報を中心にした営業利益についての見方から，本稿の最後のまと
めとして，集約整理した「まとめ」の図表を，次に図表16として表示することにしたい。
　この図表16では，直近５年間のセグメント情報を要約したもので，その説明は略させていた
だくことにしたい。なお，図表16の末尾には為替レートも参考資料として添付しているので，
これをも合わせてみていただければと思う。
〔図表16〕　トヨタの直近５年間の営業利益業績獲得面の集約整理（まとめ）
項　　目 平成22年3月期 平成23年3月期 平成24年3月期 平成25年3月期 平成26年3月期
??????
「日本」セグメント △2,486 △3,996 △2,432 5,395 14,852
「北米」セグメント △933 883 △147 241 1,390
「アジア」セグメント 1,950 2,980 2,401 3,548 3,697
自動車等セグメント合計 △1,013 1,034 538 10,161 20,378
金融セグメント合計 2,477 3,600 3,089 3,184 2,949
連結合計営業利益 1,464 4,634 3,627 13,345 23,327
同上消去整理 （＋11） （＋49） （△71） （△136） （△406）
連結営業利益 1,475 4,683 3,556 13,209 22,921
［参考資料］期末日為替レート１ドル当たり円換算
１ドル当たり（ＴＴＭ）円 平成22年3月31日平成23年3月31日平成24年3月31日平成25年3月31日平成26年3月31日
１ドル当たり 93円15銭 83円15銭 82円19銭 94円5銭 102円91銭
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